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　一第三共和制期における「代表民主制」論の構築可能性
飯野賢一
　はじめに
　第三共和制期の代表制と民主制に関する議論
　　エスマンー半代表制論の創始
　　カレ・ド・マルベールー二つの国家理論の理念型と半代表制論
　　バルテルミ＝デュエズープラグマティックな主権論と半直接制の導
　　入（以上77巻4号）
（4〉デュギー社会連帯に基づく代表制論
（5）オーリウー国民＝国家意思形成過程としての国民主権論と自律的代
　　表制論
3　議論の整理と考察
（1）議論の整理
（2）「代表民主制」論の構築可能性
4　おわりに（以上本号）
（1）
（2）
（3）
（4）デュギー社会連帯に基づく代表制論
　①国民主権論の否定
　デュギは、あらゆる形而上学的概念を排除し、社会的現実が提供する素
材のみを用いて国家と法に関する客観主義的理論を構築することを目指し
ている。彼の法学研究を貫く態度は、「直接確認される事実ではないもの
はすべて排除し、とりわけ主観法（＝権利）という純粋に形而上学的な観
　　（54）念を排除」するという態度であり、そこでは「観察と観察与件に基づく
（54）　L60n　Duguit，Tηz髭646‘！名o露60ns癬z痂o％n61，t．1，3e6d．E　de　Boccard，1927
（以下Trait6t．1），p．3．
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（55）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）推論」のみが法学的問題探求のための道具とされている。
　こうした直接的に観察された事実を出発点とする方法論的態度は、国家
人格や国民主権といった形而上学的観念を批判する場合と同様に、彼が代
表制論を展開する際にも貫かれている。彼にとっては、「事実に正確に適
　　　　　　　　　　　　　　　（57）合しないすべての法学理論は価値がない」ものであるため、彼は、観察に
よって確認される「社会連帯」という事実を基礎とした代表制論を展開
（58）
する。以下では、デュギの国民主権論批判と彼自身の国家観を概観した
後、「社会連帯」に基づく彼の代表制論の概要を示すことにする。
　まず、デュギの国民主権論批判から見ていく。彼は「いわゆる国民主権
の教義は根拠のない仮説であり、さらには無用な公理である」と論難す
る。その理由として挙げているのは、i主権主体たる国民がその構成員で
ある諸個人の人格と意思から区別された人格と意思を持つという国民主権
論の前提は、観察によって確認することができず、証明不可能であるこ
と、ii仮に国民意思が存在するとしても、この意思が正当に諸個人を拘束
することができるということの立証がなされていないことである。iiのよ
（55）　1麗4．，pr6face　xvi．
（56）デュギの憲法理論や方法論に関しては、今関源成「レオン・デュギ、モリス・
オーリウにおける『法による国家制限』の問題（1）（2）」早稲田法学57巻2号，
58巻1号（1982－1983年）、高橋・前掲注（10）、管野喜八郎「L・デュギイの憲法
理論管見」『論争憲法一法哲学』（木鐸社，1994年）所収、和田英夫『ダイシーとデ
ュギー』（勤草書房，1994年）、山元一「《法》《社会像》《民主主義》（4）（5・完）
一フランス憲法思想史研究への一視角」国家学会雑誌107巻3・4号，107巻9・10
号（1994年）、大塚桂『フランスの社会連帯主義　L。デュギーを中心にして』（成
文堂，1995年）、高作正博「客観主義の権利論一L・デュギーの権利否定論と社会的
職分」琉大法学59号（1998年〉などを参照。
（57）　L．Duguit，71鵤露6464”」オoo難s≠露％渉わ％π61，t．2，3e6d．E．de　Boccard，1928（以
下Trait6t．2），p。650．
（58）デュギの主権論と代表制論に関しては、次の文献参照。畑安次「フランス憲法
学形成期の実証主義一『国民主権』原理に関するA．エスマンとL．デュギーの所
説の検討一」同志社法学24巻4号（1973年）、高橋・前掲注（10）336－347頁、杉原
泰雄「L・デュギーの国民主権論と国民代表制論」一橋論叢110巻1号（1993年）、
只野・前掲注（10）138－143頁、小沢・前掲注（10）203－226頁。
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うにデュギが述べるのは、国民意思は集合的ではあっても人間の意思であ
り、人間の意思であるならば、その意思が他の人間の意思を拘束可能であ
ることを証明する必要があるが、その証明は不可能と考えるからである。
従って、デュギの見解では、一人を除いて全員が一致していても、多数者
に認められる命令する権力が正当な力であることは立証されないことに
（59）
なる。
　このようにデュギは、現実主義的な方法論の適用により、〈国民の人格
と意思の存在の否定〉と〈人間意思の他の人間意思に対する正当な拘束可
能性の否定〉を導き、国民主権論の成立可能性を理論的に否定する。
　しかも、デュギは、この国民主権論が「無用な公理」であるとも主張す
る。というのは、この理論が普通選挙と論理必然的な関係を持たないため
である。この点をデュギは次のように指摘している。「論理的真理は、国
民主権の法理においては、集団的人格こそが主権を所有し、個々に把握さ
れる市民は、最も小さな主権のかけらさえ有していないということであ
る。市民は、それゆえ主権の行使に参加するいかなる権利をも有してはい
ない。従って、普通選挙は、理の当然として国民主権の原理からは派生し
ない。そこから派生する唯一の帰結は、国民意思を引き出すために最良の
システムを見つけなければならないということである。しかし、それが普
　　　　　　　　　　　　　　（60）通選挙であるとは何も証明していない」。
　こうした理由から、デュギは、国民意思や国民主権は「科学的価値のな
い純粋なフィクション」であり、実証的な法学的理論構成をこれらの観念
　　　　　　　　　　　　　　（61）の上に構築することはできないとする。デュギの見解は、国民意思や国民
（59）　L．Dugu圭t，Trait6t．1，pp．582－583．厄。．E劾46吻4π7露ρ励1ズ61，五E如4」6
4z碗o醇60好6！Zαloゆos薦∂6，Fontemoing，1901（以下Etat　I〉，pp。350，364－
365．多数者の意思は、たとえそれが一人を除いた全員の意思であったとしても、
他者の意思を拘東できないという点には、徹底した個人主義者としてのデュギの側
面が現れていることには留意すべきだろう。この点については、菅野・前掲注
（56）131頁参照。
（60）　L．Duguit，Trait6t。1，p．586．
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主権を否定する点では、前述したバルテルミニデュエズの見解と同じであ
る。彼らとの相違点は、デュギがさらに客観主義的態度を徹底して、公権
力の観念をも否定するに至る点である。デュギにとって、ある者が他の者
に対して自己の意思を強制する権利と考えられる公権力は、国民の人格や
意思と同様に価値なき観念にすぎず、否定せざるをえないものだからで
（62）
ある。
　②　客観法と社会連帯
　それでは、デュギはどのような国家観を持っているのであろうか。彼の
国家観を端的に述べれば、統治者が、事実上被治者に対して強制力により
自己の意思を押しつけることができる場合に、統治者と被治者の分化が存
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（63〉在し、この時、国家が存在するというものである。従って、統治者と被治
者の分化がもたらす社会現象が国家ということになる。
　そこで間題となるのは、統治者がどのような場合に強制力により自己の
意思を被治者に正当に押しつけることができるのかということである。こ
の問題に対して、デュギは「統治者の意思表示が社会的価値を有するの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（64）は、それが社会規範、客観法に合致する限りにおいてである」と答える。
つまり、統治者の行為は「客観法」に合致した場合のみ正当であるとす
る。
　この「社会規範」や「客観法」については、次のような説明がなされて
いる。直接的観察から「人間は自己の行為に意識的な存在」であり、「孤
（61）　L　Duguit，Trait6t．2，p．14．
（62）乃諺．，pp。35－36．もっとも、公権力の存在を否定することによって、デュギは
無政府主義的な理論を表明しているわけではない。彼が否定するのは、それが法的
な権力であること、すなわち統治者が命令を表明する権利を有するということであ
るにすぎず、統治権力が現に存在することや統治者が事実上の権力を有することは
否定していないのである（弼4．，p．38）。
（63）　L．Duguit，Trait6t．2，pp．3－4．擢．，Etat　I，pp．242－255．
（64）　L．Duguit，Trait6t．2，p．39．躍。，Etat　I，pp．319et467．
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立しては生きられず、同胞とともに社会の中で生き、常に生きてきた存在
である」という事実が確認される。こうした確認から、社会の中に生きる
人間を拘束する法則の存在が明らかとなる。それは、「人間の性質を考慮
すれば、人間は社会の中で生きざるをえないのであるから、人間に社会の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（65〉中で生きることを義務づける法則」（＝社会法則）である。この「社会法
則」は、人間の意思的かつ意識的行為に適用されるのであるから、「因果
法則」ではありえない。「それは、人間の意識的で意思的な活動を指導か
つ制限し、その意欲の対象と目的を定め、一定の行為を禁止し、一定の行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（66）為を課する目的法則、準則、規範でしかありえない」。この「社会法則」
ないし「社会規範」は、大多数の個人の意識が「その規範の物理的サンク
ションが社会的に組織されうるということを理解するに至った時」、「その
規範の違反者に対する強制力の行使がもはや社会的反作用を引き起こさな
　　　　　　　　（67）い時」に法規範となる。別言すれば、「集団を構成する諸個人の多数が、
準則の違反者に対する反作用が社会的に組織化されうるということを理解
　　　　　　　　　　　　　（68）し承認した時に、法準則が存在する」。
　このように、デュギは、人間が自己の行為に意識的で社会的な存在であ
るという観察事実から社会法則＝社会規範を導き出し、それが大多数の個
人の意識の中で、その規範の違反者に対する社会的反作用が社会的に組織
化されることが認識される時、法規範になると考えている。この法規範こ
　　　　　　　　　　　　　（69）そがデュギのいう「客観法」である。そして、この「客観法」の基礎ある
いは「客観法」そのものとされるのが、「社会連帯」ないし「社会的相互
　　　　　　　　（70）依存」という事実である。
（65）　L．Duguit，Trait6t．1，pp．65－66．
（66）　L　Duguit，Traite　t．1，p。70．∫4．，Etat　I，p．81。
（67）　L．Duguit，Trait6t．1，p．81．擢．，Etat　I，pp・101－105・
（68）　L　Duguit，Trait6t．1，p．94．
（69）　デュギは「法準則r6gle　de　droit」「客観法droit　objectif」「法規範norme
juridique」を「法droit」の同義語として、互換的に使用している。
（70）社会連帯と客観法との関係については、菅野・前掲注（56）151－153頁参照。
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　この「社会連帯」には、「類似による連帯」と「分業による連帯」があ
るとされる。「類似による連帯」とは、人間は共同生活によってしか充足
されない共通の欲求を有しており、この共通の欲求を実現するために相互
に助け合うことで結びついているという事実を意味する。これに対して、
「分業による連帯」とは、次のような事実である。人間は異なる素質と欲
求を有しており、役務の交換によってこうした欲求の充足を行う。各人
は、他者の欲求を充足するために自己の素質を用い、その代わりに役務の
、恩恵を他者から受け取る。このようにして、人間社会には広範な分業が生
じ、これが社会的に緊密な結合をなしている。こうした事実が「分業によ
　　　　　　　　　（71）る連帯」という事実である。
　前述したように、デュギによれば、統治者の行為が正当とされるのは、
それが「客観法」に合致するからである。この統治者の行為の客観法への
合致は、統治者の行為の正当性の根拠となるのであるが、それは他方で統
治者の行為に対する限界をも設定している。換言すれば、統治者は、「社
会連帯」に基礎を置く「客観法」が彼らに課す義務すなわち「類似による
連帯」と「分業による連帯」に違反することは何もしてはならないという
　　　　　　　　（72）義務が課せられている。このように「社会連帯」「社会的相互依存」とい
う考え方を認めると、統治者がその実現を確保するために、彼らの保持す
る独占する力を用いて、関与することが義務づけられているような一定の
活動の概念に行き着く。デュギはこの概念を「公役務」と呼んでいる。統
治者の権力は「公役務」の活動に限定され、統治者の行為が「公役務」以
外の目的を追求する場合には価値なきものとなる。従って、「公役務」は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）統治権力の基礎であると同時に限界であるとされるのである。
また、客観法理論における社会連帯の両義性については、今関・前掲注（56）57巻
　2号46頁参照。
（71）　L　Duguit，Trait6t．1，PP．85－86．配．，Etat　I，PP．40，47et80。
（72）　L．Duguit，Trait6t．2，P．60．14．，Etat　I，PP．259－267．
（73）　L．Duguit，Trait6t．2，p．62．擢．，五εs！形鎗吻鋼卿σあoηs伽めoJ渉ヵ励1廊，
Librairie　Armand　Colin，1913（6ditions　la　m6moire　du　droit，1999），pp．33－72．
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　以上のように、デュギは、国家の命令する権利たる主権を否定し、「客
観法」が統治者に課す義務の観念から「公役務」国家を構想することにな
る。「社会連帯」概念をこのように「公役務」概念に置き換えることによ
り、デュギはより実定法に近い法理論を構築することが可能となったので
（74）
ある。
　③　社会連帯に基づく代表制論
　デュギの代表制論の特徴は、代表者と被代表者との関係を「被代表者と
代表者との連帯、相互依存という事実」に基礎をおく「客観法理論」によ
って説明しようとする点にある。こうした代表者と被代表者、選挙人団と
議会との事実上の関係を基礎とする代表制論は、これまでの「委任理論」
や「機関理論」によって代表関係を把握する代表制論とは根本的に異なっ
　（75）
ている。この点を以下で見ていくことにする。
（74）　「社会連帯」「客観法」については、その自然法的性格が批判されるが、デュギ
　自身はこうした批判に対して次のように応答している。「法準則」は集団よりも先
に存在する優越的準則ではなく、一定の社会の現在的、一時的、可変的な生存条件
から派生する準則であり、その生存条件は、その社会の発展と構造についての観察
　と合理的分析によって決定される。従って、「法準則」は可変的なものであり、「社
会連帯」という事実の観察から導出されるあくまでア・ポステリオリなものである
　（L．Duguit，Trait6t．2，pp．83－84．）。
（75）L．Duguit，Trait6t．2，p．546．「委任理論」の誤りとしてデュギが指摘するの
は、この理論が代表される人々の人格と代表する人々の人格という二つの集合的人
格を創設し、両者の間に委任者と受任者の関係を見ること、そして政治的代表の中
に「主観的法的地位」を見ることである。二つの集合的人格は、純粋な形而上学的
仮説にすぎず、実証的理論からは排除されなければならないからである。また「機
関理論」については、国家の意思は機関によって存在するのか、それとも機関が国
家の意思によって存在するのかという袋小路に入り込んでしまう点が問題とされ、
事実の外に全く人為的な理論を構築していると批判している（L　Duguit，Trait6t．
2，pp．546，550，573－574．14．，E渉z‘46464名o鉱ρzφ1乞6Z乙五E如ち1εs80z6∂ε7％‘z％お6！16s
㎎6燃，Fontemoing，1903（以下Etat　II），pp．47－53．）。但し、デュギは、革命以来
のフランスの実定憲法上の制度である代表制の解釈の場面では、代表制を全国
民が議会に対して主権の行使を委任する「代表的委任論」によって説明している。
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　デュギの代表制論の基礎にあるのは、代表者と被代表者の間に存在する
事実上の関係であり、両者の問には「相互浸透、継続的な相互作用、要す
るに社会連帯の特別の絆が存在する」という事実である。「政治的代表の
法学的理論は、その本質的基礎を、民選の議会を持っあらゆる国において
議会と選挙人団の間に実際に存在する密接な連帯の中に見出さなければな
　（76）
らない」。
　そして彼は、この代表者と被代表者の間の連帯を「社会連帯」一般と同
じ性格を持つものとして把握する。彼は、代表者と被代表者がそれぞれ彼
らの所有する政治力の維持・増大を目指すために共通の欲求と同一の熱望
を有しているという点に「類似による連帯」を見て取り、また代表者と被
代表者が「職務と役務の相互性（1a　r6ciprocit6des　fonctions　et　des　ser－
vices）」によって結び付けられている点、すなわち被代表者が統治力を生
産し維持する要素を提供し、代表者が被代表者の名前で国家的職務を実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　（77）するという点に「分業による連帯」を見ている。
　ところで、「社会連帯」が存在するいたるところで「客観法」が形成さ
れ、この「客観法」には連帯から派生する客観的義務と権限が含まれてい
る。当然、この「社会連帯」を基礎に置く代表関係においても「客観法」
が形成され、この結合に参加するすべての者に対して、「客観法」に含ま
れる客観的義務や権限が存在することになる。議員と選挙人は、「代表」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（78）という事実ゆえに「客観的法的地位」におかれるのである。このように、
また「命令的委任論」に関しては、実定法の解釈としても政治的実践的観点からも
否定している（Trait6t．2，pp．643－656．）。このデュギの解釈論の問題点に関して
は、杉原・前掲注（58）33－42頁参照。
（76）　L．Duguit，Etat　II，p．216．
（77）　L．Duguit，Trait6t．2，pp．546－547．躍．，Etat　II，pp．218－219．
（78）デュギは、個人に権利主体としての性格を認めず、そのかわりに「客観的法的
地位」と「主観的法的地位」を認めている。これらは「客観法」とともに社会の法
秩序を形成するものと考えられている。「客観的法的地位」は、法規範から直接派
生するか、その規範が立法者によって定式化された場合には実定法律から派生する
地位である。この地位は、すべての者に対して対抗できるという意味で一般的であ
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「代表」は法的性質を持ち、自然に形成される社会集団であるがゆえに
　　　　　　　　　　　　　　（79）「法的制度」と捉えられることになる。
　こうした考え方からすれば、「政治的代表」の中に見なければならない
のは、「契約」や「主観的法的地位」ではなく、選挙人団と議会という二
つの社会的力が連帯して最大の力を形成し、国家権力を構成しているとい
う事実である。すなわち、「一定の社会において、最大の力を保有する社
会的諸要素の特別かっ複雑な構造からなる自然で自生的な事実」を「政治
　　　　　　　　　　　　　　　　　（80）的代表」の中に見なければならないのである。
　ここまでのデュギの見解をまとめるなら、次のようになろう。選挙人団
と議会は、自分たちの政治力を増大するという共通の目的を持つために
「類似による連帯」の関係にあると同時に、選挙人団が議会に統治の正当
性を付与し、議会がその専門的能力により国家的職務を行うので「分業に
よる連帯」の関係にある。選挙人団と議会は、連帯して最大の力を持ち、
これらが「客観法」によって規律されているという事実に「政治的代表」
の本質がある。
　こうした考え方から、デュギは次のような三つの帰結を導く。
　り、修正・廃止・失効などがない限り存続するという意味で永続的であるという特
徴を持つ。「客観的法的地位」の例としては、選挙人の地位、嫡出子の地位などが
挙げられる。これに対して「主観的法的地位」は、特定の個人によってしか援用さ
れず、また特定の個人にしか対抗できないという意味で個別的であり、その地位に
関わる活動がなされ、その活動に制裁を加える法の救済手段が一度行使されたなら
ば、その地位は消滅するという意味で一時的であるという特徴を持っている。この
地位は、その範囲や射程が個人の意思によって決定されるものであり、例として
は、契約による地位などが挙げられる（L．Duguit，Trait6t．1，pp．307－315．）。この
ような説明からすれば、代表者と被代表者が「客観的法的地位」にあるということ
は、両者の地位や義務や権限が、両者の主観的意思によっては決められないという
ことを意味する。代表者が被代表者に対して責任を負うことがあるとしても、それ
は「命令的委任」の場合のように両者が自分たちの意思で自由に決定しうるもので
はなく、法律によってしか決定されないものなのである（躍．，Etat　II，p．235．）。
（79）　L　Duguit，Etat　II，p．220．
（80）　1ゐ乞4．，pp．222－223．
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　i代表の実定組織は、被代表者の代表者指名への直接参加に依拠しなけ
　ればならず、こうした直接参加は選挙によってしか実現されない。選
　挙は、代表される要素を構成するすべての個人の代表をできる限り保
　障するように組織されなければならないため、すべての選挙制度は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（81）　論理的に比例代表に依拠しなければならない。
　ii被代表者と代表者の地位または選挙人と議員の地位は、専ら客観的ま
　たは法的地位である。それぞれが権利を有するものではない。ある結
　社の構成員は、その結社に固有の連帯が彼らに課す役割を遂行する義
　務を負っている。選挙人は議員を指名する義務を負い、議員は自己が
　その構成員である代表機関に課せられた職務を果たす義務を負うので
　ある。
　iii代表者は、自己の職務の実施において、自らが代表する人々の傾向に
　できる限り合致しなければならない。これは、代表者が被代表者の受
　任者だからではなく、代表が二つの集団を結びつける「類似による連
　帯」に依拠しており、代表者集団と被代表者集団の間にもはや一致が
　存在しないならば、この連帯が切断されるからである。そこで、「議
　員の選挙民への従属を安定的かつ規則的に保障するための方法を組織
　すること」が「政治的技術」の間題となり、「代表議会の頻繁な更新」
　「直接的レフェランドムまたは議会の解散を介してのレフェランドム」
　　　　　　　　　　　　　　　（82）　などがその最良の方法と考えられる。
　こうした点が、デュギの代表制論の特徴となっている。彼の代表制論
は、代表者集団と被代表者集団とを結びつける「社会連帯」に依拠してい
（81）　デュギの場合には、比例代表制（デュギにならって正確に言うなら「比例選
挙」制〉の採用は、「政治的代表」に関する特別な理論の承認を意味しない。っま
り、「比例選挙」制は、「代表的委任理論」「命令的委任理論」「機関理論」のいずれ
とも適合すると考えられている。このことは、デュギが比例代表制の問題を代表者
と被代表者との法的関係とは別次元の問題であると明瞭に認識していたことを示す
ものであろう（L．Duguit，Ttrat6t．2，p．726．）。
（82）　L　Duguit，Trait6t．2，pp．547－549．擢．，Etat　II，pp．227－233．
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るため、この連帯を保障する手段が重要となる。被代表者の選挙を通じた
代表者指名への直接参加、議会構成への選挙民意思の反映を確保するため
　　　　　　（83）の比例代表の要請、議会の頻繁な更新、レフェランドム、解散などの制度
は、選挙人団と議会との連帯を確保するための手段と考えることができ
る。これらの手段は、レフェランドムを除けばすべて選挙に関わってお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（84）り、選挙が代表制の本質的要素として位置づ’けられていることが分かる。
　ところで、エスマンは、デュギが連帯を確保する手段として挙げている
ものを「古典的代表制」とは相容れない異質な要素と見倣していた。カ
レ・ド・マルベールにおいても、解散後の選挙がレフェランドム類似の機
能を果たすようになる事態は、「純粋代表制」からの変容過程ではじめて
現れてくるものであり、「純粋代表制」にはじめから想定されている事態
ではなかった。それに対して、デュギは、「レフェランドムのような代表
者と被代表者との間に存在する連帯を保障することを目的とするすべての
　　　　　　　　　　　　　　（85）制度は、代表制の性質に合致するもの」であると考えている。すなわち、
デュギにとっては、これらの要素が代表制を機能させるための本質的要素
なのである。
　バルテルミ＝デュエズの議論同様に、デュギの議論にも、代表者が国民
から独立して全国民のために意思を表明する代表制から、社会連帯の要請
からできる限り代表者と被代表者の意思の合致が要請される代表制への劇
（83）但し、デュギが、被代表者と代表者との連帯を最もよく保障する政治代表シス
テムと評価しているのは、比例選挙による直接普通選挙で選ばれる第一院と多様な
社会集団によって選ばれる第二院からなる二院制の議会であり、数の比例だけが問
題とされているわけではない（L．Duguit，Etat　II，p．228・）。後者の多様な社会集団
によって選ばれる第二院は、「職能代表制」として構想されることになる（ld。，
Trait6t．2，p．753et　suiv．）。
（84）　デュギが選挙を代表制の本質的要素と考えていることは、二つの諸個人の集団
間の相互浸透＝連帯が存在しなければ代表は実際には存在せず、従って、選挙によ
って選ばれない議院は代表体ではありえないとデュギが考えている点にも現れてい
　る（L　Duguit，Etat　II，pp．224－226．）。
（85）　L．Duguit，Trait6t．2，p．549．
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的な転換が存在している。また、このようなデュギの議論には、後にデュ
ヴェルジェが指摘することになる「法学的代表」概念から「社会学的代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（86）表」概念への転換の兆しを見ることができるだろう。
（5）オーリウー国民＝国家意思形成過程としての国民主権論と自律的代表
　制論
　①　制度理論の基底性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（87）　オーリウの主権論の基底にあるのは、彼の制度理論である。オーリウに
よれば、制度は「社会集団の中で実現されるべき仕事のイデー」「組織化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（88）された権力」「構成員のコミュニオンの表示」という三要素から構成され、
イデーを中心に構築される組織化された権力と構成員の同意の均衡のシス
　　　　　　　　　　　　（89）テムから生み出されるものである。制度理論は、制度の発生・消滅という
現象を持続という時間の中で考察し、なぜ制度が最初の制度構成員やその
構成員の意思を超えて存続しうるのかを解明することを試みる。
　この制度理論の特徴の一つは、団体的制度の中で「客観的個体」と「主
観的人格」とを区別し、「客観的個体」たる組織が人格化することによっ
て団体的制度＝人格的制度となると説明することにある。団体的制度の典
（86）高橋・前掲注（10）399頁参照。
（87）オーリウの制度理論と国民主権論については、拙稿「モーリス・オーリウの公
法学説研究（1）一（3・完）一制度理論・ナシオン主権論の構造解明に向けての試論
一」早稲田大学大学院法研論集87，88，90号（1998－1999年）参照。オーリウにっい
ての邦語の研究文献に関しても同論文を参照していただきたい。また、拙稿執筆後
に公表されたオーリウに論及する文献として、石川健治『自由と特権の距離』（日
本評論社，1999年）参照。
（88）Maurice　Hauriou，La　th60riede　rinstitutionetde　Ia　fondation，1925，in。4観
soz銘66s　4κ4名oJ差　C召h勿鴬　46　彪銘o％z／61」6ブoz6”z66No23，1933，PP．97－98．
（89）M．Hauriou，P吻お46伽oπ00％s渉吻！♂o朋61，2e6d．，Sirey，1929，p．73．
（90）　こうした発想には、彼がトマス主義者であることが影響している。彼自身、制
度理論の主観的入格と客観的個体とは、魂と身体に関するトマス主義的理論を直接
制度理論に移植したものであることを認めている（M．Hauriou，P吻oゆ6s　46
4名o虎ヵz必1診o，2e6（i．，Sirey，1916，p．xxiv）。
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型と考えられる国家については、「客観的個体」と考えられる国民が人格
　　　　　　　　　　　　　　　　（90）化することで国家になると説明されている。
　こうした制度理論の特徴は、『国民主権』という著作の中では「国民主
権」と「国家主権」との区別に反映される。制度理論に見られる「客観的
個体」と「主観的人格」との区別に対応して、彼の主権論では、国民とい
う「客観的個体」レベルでの主権の形成過程を間題とする「国民主権」論
と人格化されて「主観的人格」（＝法的人格）を有するようになる国民＝国
家の主権行使を問題とする「国家主権」論とが区別されている。オーリウ
にとって、主権とは、その形成という視点から見るかその行使という視点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（91）から見るかによって異なって見えてくるものなのである。また、「国民主
権」論の中では「主権委任理論」が批判され、代表機関の自律性を重視す
る「自律的代表制」論が展開されている。この代表制論では、代表者は国
民から委任された権限を行使しているのではなく、自らの権限を国民のた
めに自発的に行使しているという理論構成がとられている。
　ここでは、まずこの「国民主権」論と「自律的代表制」論を概観し、次
にオーリウの主権構想の変化を見ることにする。
　②国民＝国家意思形成過程としての国民主権論
　オーリウは、『国民主権』の中で「国民主権」論の基本的な考え方を次
のように述べている。
　「国民主権の理論は、決して法人格の観念や主観法（権利）の観念に訴
えたりしない。…国民主権は、組織体内部でその形成と配分において観察
される、組織体の力である。さらにそれは、国民的組織体自体が合成的統
一体（unit6composite）であるのと同様に、合成的な力である。国民主権
は、様々な統治権力の力と国民の一般意思の力から構成される合成力で
（92〉
ある」。
（91）M．Hauriou，加so卿6吻紹6η観o照16，Sirey，1912，pp．147－152．
（92）乃躍．，P．10．
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　このように、オーリウの「国民主権」論は、法人格や主観法（権利）の
観念を援用せずに、主権を統治権力の各機関の意思力と一般意思の力との
合成力として構成している。前述したように、このような考え方には、
「客観的個体」と「主観的人格」とを区別する制度理論の影響が見られる。
オーリウは、国民を「客観的個体」すなわち、議会、行政府、選挙人団な
どの幾つかの部品ないしは機関・器官（organe）から組み立てられるもの
と把握する一方で、それらの部品の集まりに「主観的人格」が一体性を与
　　　　　　　　（93）えていると考えている。
　次に、この「国民主権」の構成要素について見ておく。「国民主権」を
構成する要素と考えられているのは、統治権力の意思である「能動的国民
意思」と被治者の一般意思である「受動的国民意思」である。オーリウは
立法権力・執行権力・選挙権力を統治権力と考えているので、議会・行政
府・選挙人団の意思が「能動的国民意思」の要素になる。これらの機関
は、それぞれが一般意思について自ら抱いた表象を実現し、他の機関の抱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（94）く一般意思の表象と自己の表象とを収敏させようと努める。これに対し
て、「受動的国民意思」とされる一般意思は、構成員全員に共通する意思
であるので、立法者意思や選挙人団意思ではありえない。また、一般意思
は「同調の意思」であって「行動の意思」ではないので、受動的な存在で
（93）　「魂と身体」というトマス主義的刻印は、国民主権論にも見られる。「まず国家
には、国民的制度があり、これは身体的（corporel）であると同時に複合的な総合
である。国民的制度が身体的であるのは、ロボットのように身体は魂がなくても作
ることができるのと同様に、精神的人格の助けを借りなくても作られるからであ
る。それが複合的であるのは、国民的制度の身体が様々な部品や断片や機関・器官
から作られ、それらの活動が共通の目標に向かうからである。同様に、国家には精
神的・法的人格が存在し、それは身体がなく（incorporel）不可分で、部分に分解
できない総合である」（弼4．，p．7）。
（94）乃14．，pp．41－45．各統治機関が自律的に一般意思を表象し、実現しようとする
という考え方の基礎にあるのは、自律的代表制論である。この自律的代表制論につ
いては後述する。
（95）1帽．，PP．26－29et38－40．
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　　　　　（95）しかありえない。
　オーリウは、これらの意思の合成により、国民意思が形成されると考え
ている。この合成は、次のような推定に依拠している。まず、立法権力・
執行権力・選挙権力という分立した統治権力が、それぞれ協同して行動す
る場合、言い換えれば三権力の間に対立や衝突が生じていない場合に、統
治権力の意思の統一性が存在すると推定される。次に、この統一性が推定
される統治権力の行動に対して、被治者の側からの「黙示的で暗黙の承
認」が与えられれば、一般意思がその行動に同調しているものと推定さ
（96）
れる。要するに、統治権力の統一された行為に対して一般意思が反対しな
ければ、一般意思の同調が存在するものと推定され、団体として組織化さ
れた国民の統一的意思が存在していると考えられるのである。
　統治権力の行為と一般意思を媒介するものと考えられているのは、「世
論と公開性の制度」である。統治体の措置が公開され、議論の猶予が与え
られることにより、世論はそれに反応する機会が与えられる。世論の反応
を見ることで、統治体の機関は一般意思が何を欲しているのかを先取りす
ることができ、他方、一般意思は統治体の措置が取られる際に、それを承
認すべきか拒否すべきかを知らせられる。そのため、この「世論と公開性
の制度」は、次に説明する「自律的代表制」において理論上不可欠のもの
　　　　（97〉
とされている。
　このように、「国民主権」論では、団体として組織化された国民の意思
が、その構成要素である様々な意思の均衡から生み出されるものと把握さ
れている。この意味では、彼の「国民主権」論を〈国民＝国家意思形成過
程論＞と言うことができるであろう。他方、「国家主権」論で論じられる
のは、この合成力として構成された主権の行使様式である。この場面で
は、国民二国家は、私人や外国との対外的関係において主権の行使主体と
して現れる。
（96）　　1ろ」4．，pp．116－128．
（97）　　1ゐづ4．，pp．122－123．
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　③　自律的代表制論
　次に、『国民主権』の中で展開されている「自律的代表制」論について
見ておく。既に見たように、国民意思を構成する場合、オーリウは「能動
的国民意思」と「受動的国民意思」との合成という方法を採用した。こう
した考え方は、統治権力の行動の統一性を委任によって説明しようとする
「主権委任理論（1ath60riedela　d616gationdelasouverainet6）」と対立して
いる。オーリウの理解する「主権委任理論」では、国民＝選挙人団が、彼
らの指名した代表者に立法権と執行権の行使を委任するのであるが、この
場合、立法権と執行権とは受任者にすぎず、自律的に行動できないため、
統治権力の行動の統一性が保たれると考えられている。しかし、この見解
には、国民と選挙人団の混同という誤りと議会の自律性と命令的委任との
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（98〉矛盾という問題があるため、支持できないとされる。
　そこでオーリウが主張するのが、次のような内容を持つ「自律的代表制
理論（la　th60rie　du　gouvemement　repr6sentatifautonome）」である。「i命
令的国民意思は、国民の諸機関の総体に存し、選挙人団にだけ存するので
はない。選挙人団は、国民と同一視されず、それ自体は国民の第一段階の
代表者にすぎない。ii国民が、立法機関や執行機関を構成することになる
代表者を任命するのではなく、それを行うのは、それ自身が国民の代表者
にすぎない選挙人団である。iii立法機関と執行機関を構成することになる
代表者を任命することで、選挙人団は、それらの代表者に権力を委譲して
はいない。従って、これらの代表者は自律的であり、それらの行動の統一
性は、それらが一般意思について抱く諸表象の自発的な収敏（conver一
　　　　　　　　　　　　（99）gence）によってしか実現されない」。
　オーリウの見解では、議会・執行府・選挙人団がともに代表者であり、
国民の名前で国民のために行動するのであるが、彼らが行使するのは国民
（98）　　Zδぎ4．，pp．93－95．
（99）乃躍．，P．93．
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から委任された権限ではなく、自己の権限である。代表者は、この自己の
権限を自ら抱いた一般意思の表象に従って自律的に行使している。統治機
関の行動の統一性は、各機関が抱いた一般意思の表象が、自発的に収敷す
ることにより確保されると考えられている。但し、代表者の自律にっいて
は留意すべき点がある。それは、各機関は一般意思の表象を抱くことにつ
いては自律的であっても、「憲法体制（le　r6gime　constitutiome1）」によっ
て一定の予防策が取られているので、コントロールされていると考えられ
ることである。コントロールの例としては、国民に一番近い選挙権力が立
法権力を統制し、立法権力が執行権力を統制するというように、国民から
の距離に基づき統治権力内部に階序性を作り、国民の優位を保障するよう
な仕組みが作られていること、統治権力の行為それぞれに一般意思の承認
が必要とされることなどが挙げられている。こうした統治機関と国民との
関係をオーリウは「叙任制」と呼んでいる。オーリウの代表制論の本質
は、代表者が「叙任制」によりコントロールされつつも、被代表者の意思
について抱いた精神的表象に従って自律的に行動するがゆえに、代表して
　　　　　　　　（100）
いると言える点にある。
　④　主権構想の変化と法の二つの層
　以上が『国民主権』で展開されているオーリウの「国民主権」論・「自
律的代表制」論であるが、オーリウの主権構想は変化しているのでその点
についても補足しておく。
　『公法原理（二版）』では、「政治体」「統治体」「被治者」に対応する
「規約主権」「統治体の主権」「服従主権」という三つの主権から主権論が
構成されている。オーリウがここで固執するのは、主権は根本的に自律的
であり、外在的制約には服さないという点である。そこで、オーリウの主
権論は、確立された法の支配や憲法の主権を意味する「規約主権」と個人
（100）乃」4．，PP．11H17．
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の自由に依拠する「服従主権」とを新しく導入することにより、「統治体
の主権」が別の形態の主権により制約されるという構成をとる。すなわ
ち、憲法や個人の自由によって統治権力が制限されることを、確立された
法、統治権力、個人の自由を要素とする三主権の均衡から生じる主権の内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（101）在的制約＝自己制限過程として構成しているのである。
　この三っの主権の均衡から主権が内在的に制約されるという議論は、統
治体から発せられる法は「仮の法」であり、「確立された法」に対して劣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（102）位するという「法の二つの層」という視点からの説明にも対応している。
オーリウの説明では、「仮の法」は、「確立された法」と矛盾することが証
明されるまで有効な法であり、被治者が同調することによって「確立され
た法」へと変容する。
　この「法の二つの層」という視点と主権論とを対照させてみると、「仮
の法」と「確立された法」に対応する主権が「統治体の主権」と「規約主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（103〉権」であり、前者は政治的レベル、後者は法的レベルに属している。両者
の剛こは階序性が存在し、「規約主権」が上位に位置づけられており、こ
の階序性を維持する任務は、司法権に委ねられている。オーリウは、当時
の憲法の明文では認められていない法律の違憲審査制度の導入を「成文憲
　　　　　　　　　　　　　　　（1艇）法の存在の必然的な帰結」として肯定し、司法権を政治的主権に対する法
的主権の優位の実効性を確保する機関と位置づけている。
　「統治体の主権」に対応する「仮の法」は、「服従主権」に対応する被治
者の同調や異議という反作用を受ける一方で、その法の違憲性が問題とさ
（101）M．Hauriou，P廟吻θs46伽o鉱鋤61づ6，2e6d．，の．6π．，pp．620－621．
（102）乃♂4．，pp．799－812．「法の二つの層」については、拙稿・前掲注（87）「モーリ
ス・オーリウの公法学説研究（2）」20頁注30参照。また、磯部力「公権力の行使
と『法の二っの層』一オーリウのデュギー批判に寄せて」野田良之先生古稀記念
『東西法文化の比較と交流』（有斐閣，1983年）所収395－417頁、及び磯部力「モーリ
ス・オーリウの行政法学」兼子仁・磯部力・村上順『フランス行政法学史』（岩波
書店，1990年）所収396－401頁参照。
（103）M．Hauriou，P吻o珈s46みo蕗餌61づ6，2e6d．，の．6π。，p．625．
（104）　16」6．，P．689．
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れる場合には裁判官を介して「規約主権」の反作用を受ける。統治体は、
これら二つの反作用を無視しては実効的な統治は望めないため、事実レベ
ルと規範レベルの双方から規制を受け、自己制限を行わざるをえなくな
る。「仮の法」は、こうした過程から生じる平和のうちの持続と被治者の
　　　　　　　　　　　　　　　　（105）同意により、「確立された法」へと変容する。このように『公法原理（二
版）』の主権論は、「仮の法」から「確立された法」への変容過程とその過
程と並行して進行する国家権力の「客観的自己制限」過程を、「規約主権」
「統治体の主権」「服従主権」という三主権の作用・反作用から生じる均衡
によって説明しようとしている。
　これまで見てきたオーリウの主権論・代表制論の要点をまとめておこ
う。『国民主権』において、オーリウは、国民＝国家を諸力の合成的複合
体という可分的なものと把握する一方で、主権行使主体＝法人格としては
不可分のものと把握する。「国民主権」論と「国家主権」論からなるこの
時期のオーリウの主権構想は、権力分立制と代表＝表象制とを内包する諸
権力の均衡の議論（国民＝国家意思形成過程論）と主権行使主体の統一性の
議論（法人格理論）という二つの議論から構成されている。オーリウの主
権論の主題は、国民＝国家の意思形成過程とその意思表示の方法とを制度
理論の枠組みを用いて説明し、国民意思が多様な意思の均衡の中から形成
されることを示すことにあったと考えられる。こうした把握により、オー
リウは、主権の中に「可分性と不可分性」という両義的性格を見て取り、
唯一・絶対・不可分とされていた主権の相対化への端緒を開いている。そ
して、この主権の相対化の方向は、後の三主権の均衡から構成される主権
論でよりいっそう推し進められることになる。
　他方、オーリウの「自律的代表制」論は、統治者の自律性を強調しつつ
も被治者によるコントロールを重視する方向を志向している。この「自律
的代表制」論は、議論の枠組みを異にするとはいえ、代表者が被治者の意
（105）　1擁4．，pp．xx　et810．
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思を事実上無視しえない点を重視する点で、カレ・ド・マルベールの「半
代表制」論と同一次元にあると言える。
　また、代表者意思と被代表者意思の均衡から生じる両者の一致を代表制
の本質と考える点では、オーリウの代表制論は、バルテルミ＝デュエズや
デュギの代表制論と軌を一にする。両者の意思の合致を確保するため、オ
ーリウの場合にも選挙が重視される。オーリウは、選挙制度を代表者の指
名手段というよりもむしろ統治機関と集団構成員の視点の共有を確保する
　　　　　　　　　　　　（lo6〉ための手段と考えているのである。
3　議論の整理と考察
（1）議論の整理
　①　〈代表制一民主制＞の基本図式
　代表制と民主制との距離を考えるために、まずこれまでの議論の整理を
行い、何が争点となっていたのかを明確にすることからはじめたい。
　本稿の冒頭で見たシエースとルソーの議論を振り返ると、代表制と民主
制との対比を示す基本図式は次のように描くことができるだろう。シエー
スの擁護する代表制では、代表者が法律を作り一般意思の表明を行う。こ
の場合、国民は自らの意思を代表者に押しつけてはならず、代表者の決定
の独立性を尊重しなければならない。シエースがこのように代表者の決定
の独立性を説くのは、代表者は全国民の利益のために意思するのであっ
て、一般意思を形成する場に私的利益を流入させてはならないと考えるか
らである。とはいえ、このような代表制では、代表者が、全国民の利益を
口実として国民から距離をとり、国民にとっては全く異なる意思を持った
他者として現れる可能性が出てくる。この場合には、国民の意思から切断
された代表者の意思が、一般意思とされることになろう。
（106）M．Hauriou，La　th60rie　de　rinstitution　et　de　la　fondation，oρ．6鉱．，pp．103－
104．
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　これに対してルソーの民主制では、一般意思は代表者を媒介せずに、あ
るいは媒介される場合でも実質的に代表者が人民の意思に拘束されるよう
な形で表明される。ルソーにおいては、代表制は消極的理由から採用され
るにすぎず、代表者は受任者にすぎない。こうした代表制は、代表者の決
定の自由が存在しない代表制であり、直接制が形を変えた代表制であると
考えることができる。人民の自己統治を理念とするこの代表制では、人民
と代表者との同一性が存在するものと想定されるので、代表者は人民にと
って他者ではありえず、人民は代表者の中に自分を見ることができるはず
である。
　このように、シエースとルソーの議論からは、代表者が国民から独立し
て自由に国民意思を形成する代表制と人民自らが一般意思の形成に参加す
る民主制（直接制またはその変形としての代表制）とが対立し、両者の一般
意思の形成方法が根本的に異なっていることが分かる。従って、代表制と
民主制との基本的対立は、この一般意思の形成主体と形成方法をめぐって
生じることになるのである。
　②　エスマンの「半代表制」論の分析から　　代表制論の論点
　エスマンが論文「二つの統治形態」で描出した「古典的代表制」と「半
代表制」の対立図式も、基本的には前述の代表制と民主制の対立図式と同
じである。
　エスマンによれば、「古典的代表制」は、主権行使を委任された代表者
が国民から独立して自由にそれを行使することを特徴とし、権力抑制手段
としては権力分立に期待する。この代表制は直接制よりも優れた制度であ
ると評価される。それに対して「半代表制」は、〈議会の優位一執行権の
従属〉という統治構造上の特徴を持ち、比例代表・命令的委任・レフェラ
ンドム・司法権の独立などを権力抑制手段とする。この代表制は直接制の
「代用品」としか考えられていない。
　このエスマンの代表制論で留意すべきことは、彼が「半代表制」の指標
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ないし特徴として挙げているものには、性質の異なる様々なものが含まれ
ているということである。従って、それらを区別して取り扱った方が代表
　　　　　　　　　　　　　（1θ7）制を考察するためには有益であろう。彼の「半代表制」論に見られる指標
や特徴、すなわちi命令的委任　ii比例代表制　iiiレフェランドムの導入
iv議会の優位は、代表制論の中では次のような性格を持つ論点と考えるこ
とができる。
　まず、論点i命令的委任の問題であるが、これはいわゆる代表的委任と
ともに議員と選挙民との法的関係の問題を扱っている。ここでは、選挙民
と議員または選挙人団と議会との関係が、私法上の委任者と受任者の関係
またはそれと類似の関係として捉えられ、両者の意思の拘束が問題とされ
る。シエースやルソーの議論にも見られるように、代表者と被代表者とは
どのような法的関係にあるのかという問題は、従来の代表制論の中心的な
論点であった。
　論点ii比例代表制で問題となっているのは、選挙で表明される選挙民の
意思がその選挙から帰結される議会構成に正確に反映されること、すなわ
ち議会と選挙人団との事実上の類似性を確保することである。この論点
は、論点iのように議員と選挙民の間の法的関係の問題ではなく、両者の
事実上の関係を扱っている。この両者の事実上の関係という論点は、議員
（107）以下で四つに分けて整理しているが、こうした整理をなす上で参考にしたのは
和田進と大石眞の議論である。和田は、半代表制に関する従来の議論において「a
議会構成への実在する国民意思の反映の問題b選挙民による議員の拘束性の問題
　c国民による立法への直接参加の問題」という三つの領域が明確に区別されずにな
されてきたことを指摘し、これらを明確に区別して検討することの必要性を説いて
いる（和田・前掲注（10）116頁以下参照）。また、大石の場合には、「議員または
議会の地位・性格にっいて『代表』性の内実を論ずることと、国民と立法議会との
関係を問うことは同じでなく、したがって、『代表』性の論議と代表制をめぐる議
論とは区別されなくてはならない」（大石・前掲注（9）152頁）とする。大石の議
論では、「半代表」性の問題（議員の地位たる「国民代表」の内実の問題）と「半代
表政」形態の問題（国民と議会との組織および権限上の関係の問題）とが区別され
ている。
（108）　周知のように、代表者と選挙民との関係にっいて、法学的観点と社会学的観点
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（108）と選挙民との意思拘束の問題を考える上でも、重要な論点となる。既に見
たように、エスマン以降の代表制論ではこの論点に次第に比重が移ってい
くのであるが、これと引き換えに論点iが意味を失ったというわけではな
　　　　　　　　　　　（109）いことにも留意する必要がある。
　論点iiiレフェランドムの導入についてであるが、これは、議会と国民と
の間の立法権限の配分の間題と見ることができる。あるいは、ルソーのよ
うに主権の本質を一般意思の中に見て取り、この一般意思を表明するのが
法律であると考えれば、レフェランドムの間題は主権行使態様の問題と言
ってもいい。主権の行使を代表者に一任するのか、それとも国民が直接行
使するのか、あるいは両者が共同で行使する機会を認めるのかということ
が、この論点を巡って問題となる。
　最後の論点であるiv議会の優位という「半代表制」の特徴は、統治機構
内部での議会の地位に関わるものであり、代表者と被代表者との関係を主
要テーマとする代表制論においては、二次的な論点であるように思われ
る。しかし、代表者と被代表者の関係から導かれる〈議会が国民の直接的
　　　　　　　　　　（110）な代表者である＞という事実が、統治機構内部での議会の優位を正当化す
る論拠として援用されることに注目すれば、代表者と被代表者の関係が、
立法権と執行権の関係を背後から規定しており、この意味でこの論点は代
表制論と密接に関わるものと考える必要がある。また、「議会中心主義」
にどのように対抗するかというのが当時の憲法学説の課題であったことを
考え合わせると、この論点は、各論者が克服すべき対象をどのように認識
していたのかを知る上でも重要な論点となっている。
から明確に区別して論じたのはデュヴェルジェである（Maurice　Duverger，Es－
quisse　d7une　th60rie　de　la　repr6sentation　politique，in　五’6z701z6あoη　‘！z6　4名o髭
鋤IJ・忽魏s伽吻sδ且・hJll8〃6s舵，Sirey，1956）。
（109）　高橋・前掲注（10）398頁参照。
（110）　もっともオーリウの見解のように、〈選挙人団が国民の第一段階の代表者であ
る〉とする見解も存在するので、その場合には、〈議会が国民の直接的な代表者で
ある〉とは言えなくなる。
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　このように、エスマンの「半代表制」論の中には佳質を異にする多様な
論点が含まれている。整理すれば、論点iは代表者と被代表者の法的関係
の問題、論点iiは代表者と被代表者の事実上の関係の問題、論点iiiは代表
者と被代表者との間の立法権限の配分の問題、論点ivは代表者と被代表者
との関係が投影される統治機構の編成に関わる問題である。前章で取り上
げた第三共和制期の論者たちは、これらの問題を各自の視点から掘り下げ
て検討していると考えることができる。
③半代表制と半直接制の間
　カレ・ド・マルベールの場合には、先ほどの整理では論点iiの代表者と
被代表者の事実上の関係の問題を掘り下げて検討していると言えるだろ
う。彼は、エスマンの「半代表制」論の中に含められていたレフェランド
ムのような直接制的要素を彼の「半代表制」論から取り除く。そのため彼
の「半代表制」は、法制度上は「純粋代表制」と変わらない。「半代表制」
が「純粋代表制」と異なるのは、議員が再選の必要1生から選挙民の意向を
無視できず選挙民に従属的になること、議員の指名方法にすぎなかった選
挙が選挙民の意思表示手段へと機能変化したことなどの理由から、議員意
思と選挙民意思との事実上の合致が要請されるようになったことである。
こうした代表制の変容は、法的な理由からではなく政治的理由から正当化
　　　（111）
されている。
　彼の分析の優れている点は、代表者と被代表者の法的な意思の拘束関係
だけではなく、代表制の変容を通じて生じた事実上の意思の拘束関係をも
視野に入れることで、代表制の理念と運用実態との乖離を的確に捉え、そ
れを認識として示しえた点にある。
（111）前述したように、比例代表制も代表者と被代表者との事実上の関係を問題とす
る。カレ・ド・マルベールは、この比例代表制の導入に関しても同様に、それが代
表制原理の侵害になるとして法理論上は否定しているが（R．Carr6de　Malberg，
Contribution　t．2，pp．474－478）、「政治的理由」すなわち「この制度が事実上被っ
た変容」から正当化できるとしている（ゆ．6π．，pp．370－371）。
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　バルテルミ＝デュエズの場合には、論点iiiのレフェランドムに関する考
察を行っている。彼らは、国民主権か人民主権かという形で主権論を論じ
ることはせずに、国民主権原理をできるだけ多くの人民が直接的に統治に
参加することを要請する民主的原理の特殊形態と捉え、主権の行使形態の
問題はこの原理からは導かれないとする。彼らは、主権の行使形態として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（112）「直接制」「代表制」「半直接制」を区別するが、カレ・ド・マルベール的
な「半代表制」をこれらと異なる主権の行使形態とは考えていない。「半
代表制」は、主権行使に対するコントロールの間題にすぎないからであ
る。バルテルミニデュエズの「半直接制」は、国民に国家意思形成におけ
る最終決定権が認められている点で、選挙を通じた事実上の影響力しか認
められていないカレ・ド・マルベールの「半代表制」とは決定的に異なっ
ているのである。
　カレ・ド・マルベールとバルテルミ＝デュエズの議論をもとに〈代表制
一民主制＞という基本図式をより細密なものにすれば、〈代表制（純粋代
表制・半代表制）一民主制（半直接制・直接制）＞という図式ができあがる。
「純粋代表制」と「半代表制」においては、代表者の決定が国民の決定と
される制度であるために代表制原理が優位すると考えられるのに対して、
「半直接制」と「直接制」においては、国民自身が決定を行うことが認め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（113）られているので、民主制原理が優位すると考えられる。
（112）主権の行使形態をバルテルミニデュエズと同様に、この三形態に分類するもの
　として、　Julien　Laferriere，〃4鰍6146轟oπ60％sあオ％！わπ％61，2e6d．，Domat－
Montchrestien，1947，p．385et　suiv。Georges　Vedel，〃伽％616」翻6吻舵464名o髭
　oo％sあオz6あo％％61，Sirey，1949，pp．132－144．
（ll3）言うまでもないことだが、代表制と民主制との境界線をどのように引くかは両
者の定義による。①純粋代表制②半代表制③半直接制④直接制と区別した場合、
代表者を介して統治する様式を代表制というのなら④以外の①②③が代表制の類型
になるであろうし、国民の意思が実際に国政に反映する統治様式を民主制というの
なら、①はともかく②③④は民主制の類型になる。また、バルテルミニデュエズの
　ように②を代表制の下位区分としてしか認めない立場もある。ここまでではっきり
　していることは、①は代表制の理念型、④は民主制の理念型であり、その間にどの
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　但し、この図式では次の点に注意しておきたい。第一に、バルテルミ＝
デュエズの「半直接制」の基本型では、法律が成立するためには必ずレフ
ェランドムに付されることが前提とされている点である。この場合には、
人民が一般意思の最終決定権を常に保持していることが想定されているた
め前述したような図式が出来上がる。しかしながら、レフェランドムの採
用方式としては、所定の機関が付託した場合にだけ実施されるという方式
も考えられる。この方式では、レフェランドムが実施される場合には人民
に対して、実施されない場合には代表者に対して一般意思の最終決定権が
認められることになる。
　第二に、議会と人民の両者に一般意思の決定可能性が認められている場
合、代表者の決定が原則であり、レフェランドムによる人民の決定は例外
であるという状態になる蓋然性が高く、これに加えて命令的委任も禁止さ
れていれば、ほとんど代表制の一般意思形成方法と変わらなくなるという
ことである。この場合には、制度としてレフェランドムを備えていても代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ii4）表制原理の方が優位しているという見解も当然成立する。さらに、レフェ
ランドムが現実に一切実施されなければ、人民の一般意思の決定可能性は
なくなってしまう。この場合には、「半直接制」の「半代表制」への変容
　　　　　　　　　　（115）を語ることが可能となろう。
　第三に、バルテルミ＝デュエズの「半直接制」は、ルソー的な代表制と
は異なるという点である。ルソー的な代表制では、代議士は人民の受任者
ような制度を構想するのかが問題となっているということである。
（114）　こうした立場から、杉原泰雄は、「半直接制」は「半代表制」と異なる段階の
ものではなく、その傾向をより明確にした体制であると説明している。杉原泰雄
『憲法1』（有斐閣，1987年）154－155頁参照。杉原においては、「半直接制」は、国民
主権論の枠内にあるものなのである。
（ll5）大石眞は、日本国憲法の場合にこのような状況が見られることを指摘し、この
場合の国民を「囚われの主権者」と表現する。日本国憲法は、制度として「半直接
民主制」を採用していても、実態は「半代表政」に転化しているという見方を示し
ている。大石・前掲注（9）175頁参照。
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にすぎず、法律も人民の承認がなければ無効と考えられていたのであるか
ら、この代表制は命令的委任とレフェランドムのようなものの存在を前提
　　　（116）
としている。他方、バルテルミ＝デュエズの「半直接制」もレフェランド
ムの存在を前提としている点ではルソー的な代表制と共通しているが、彼
らは委任理論批判から命令的委任も否定することになるので、彼らの「半
直接制」は命令的委任を前提としない。彼らの議論は、本稿の設定した代
表制論の論点iii代表者と被代表者の立法権限の配分の問題を扱ったもので
あり、論点i代表者と被代表者の法的関係の問題からは独立しているので
ある。従って、「半直接制」にはバルテルミ＝デュエズ的なそれとルソー
的なそれとがある。
　このように、「半代表制」と「半直接制」の聞に代表制と民主制とを分
ける境界線を想定できるとしても、レフェランドムの採用方式や運用実態
によってその境界線が変化すること、またバルテルミ＝デュエズの場合の
「半直接制」は、代表者と被代表者の法的関係の問題とは別次元のもので
あることを押えておく必要がある。
　④代表制観の転換
　デュギは、カレ・ド・マルベール同様に、論点iiの代表者と被代表者の
事実上の関係の問題を掘り下げて考察している。彼は、委任関係のような
代表者と被代表者の間の法的関係を論じるのではなく、「社会連帯」とい
う事実関係を基礎として代表制論を展開し、この「社会連帯」を保障する
比例代表やレフェランドムのような制度を代表制の本質に合致するものと
考えている。ところで、これらの制度は、エスマンの見解では代表制の本
質に反するものであった。このような違いが生じるのは、当然のことなが
ら、代表制の本質に関する見解が両者の間で決定的に異なっているからで
（116）　カレ・ド・マルベールも、「ルソーは、命令的委任及び人民の承認という留保
の下でしか代表制を認めない」としている（R．Carrδde　Malberg，Contribution　t．
2，p．206．〉。
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ある。
　〈代表制一民主制＞の基本図式によれば、代表制では代表者が国民から
独立して決定を行い、民主制では人民自らが決定を行う。極論すれば、代
表制では代表者の意思しか問題とならないのに対して、民主制では人民の
意思しか問題とならない。どちらの制度も、代表者か人民のいずれか一方
の意思を一般意思として通用させる仕組みを作ることが第一の課題なので
ある。エスマンとカレ・ド・マルベールは、この図式の代表制を出発点と
して議論を展開していた。従って、代表制の中で、普通選挙制の確立や選
挙機能の変化などが原因となって生じている現象は、エスマンの場合には
〈代表制からの逸脱＞現象として捉えられ、カレ・ド・マルベールの場合
には法理論以外のものによって正当化される〈代表制の変容＞現象として
捉えられることになる。
　これに対して、デュギは、代表者と被代表者が連帯して一つの社会集団
を形成しているという事実を出発点として代表制論を展開する。彼は、代
表者と被代表者の結合関係に代表の本質を見るのである。従って、この代
表制では、代表者と被代表者のいずれか一方の意思を一般意思ないしは国
家意思として通用させることが問題なのではなく、両者の意思が相互に浸
透しあい、一致することが問題となる。この一致を確保するためにレフェ
ランドムのような制度が必要となるのである。またデュギの場合には、そ
の方法論から「半代表制」的現実を基礎として代表制論を構築することに
なるので、〈代表制からの逸脱＞や〈代表制の変容＞という捉え方はなさ
れずに、現前の代表制の在り方がそのまま理論化されることになる。デュ
ギの場合、代表制は代表者が国民から独立して自由に一般意思を表明する
制度であるという前提は放棄され、代表者と被代表者の意思の合致こそが
代表制の本質とされる。ここに代表制の本質に関する理論的転換が存在す
るのであり、バルテルミ＝デュエズの議論もこうした代表制論の系譜に連
なっている。
　このように、代表制を考察するに際して、エスマン、カレ・ド・マルベ
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一ルの議論の出発点とデュギ、バルテルミ＝デュエズの議論の出発点とは
対照的である。問題なのは、オーリウの議論である。彼の「自律的代表
制」論は、代表者の自律性を強調する点ではエスマンらの前提とする代表
制論と同じであると言えるが、代表者と被代表者の意思の合致を代表制の
本質と見ている点でデュギらの代表制論の系譜にあるとも言える。オーリ
ウの代表制に関する見方は、〈代表者は自律的に決定を行う＞という面と
〈代表者の意思は被代表者の意思と合致しなければならない＞という面の
両面を持っている。この二つの面をカレ・ド・マルベールは〈規範と事実
の区別＞〈代表制理念と運用実態との乖離＞によって説明したが、オーリ
ウは一つの法理論として提示する。オーリウにこれを可能としたのは、
「法の二つの層」という考え方に見られるような規範と事実とを切断しな
いオーリウ独特の方法論であった。
　⑤一般意思の性格
　代表制や民主制の過程の中で形成され、法律の中に具体化される意思を
一般意思と呼ぶなら、この一般意思はどのような性格のものと考えられる
であろうか。この点をこれまでの議論と関連させてまとめておきたい。
　シエースの代表制、エスマンの「古典的代表制」、カレ・ド・マルベー
ルの「純粋代表制」においては、一般意思を表明するのは代表者であるの
で、代表者意思が一般意思となると考えられる。この考え方では、国民の
意思が一般意思の形成と関係を持つ必然性はない。これに対して、ルソー
の代表制やエスマンの「半代表制」では、代表者は実在する人民の意思を
ただ国政に反映させるだけであり、一般意思は人民によって表明されるこ
とになる。
　デュギの代表制論の場合には、代表者か人民のいずれか一方が一般意思
を表明するという見解はとらずに、一般意思の形成には代表者の意思と被
（117）　カレ・ド・マルベールの「半代表制」論の場合も、「機関理論」の観点から見
ると、議会と選挙人団からなる「複合機関」が一般意思を表明することになるの
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（117）代表者の意思の「相互浸透」が前提とされていると考えることができる。
オーリウも基本的な発想は同じである。オーリウの見解では、代表者意思
は一般意思の一つの解釈にすぎず、議会以外の統治機関や被治者の意思の
力で屈折・変形することを通じてしか一般意思にはなりえない。言い換え
れば、一般意思は、代表者の意思と国民の意思との「均衡」から生まれて
くると考えられている。また、バルテルミ＝デュエズの「半直接制」の場
合も、法律は議会と人民との協力の下で作られるのであるから、両者の意
思の「相互浸透」「均衡」から一般意思が生まれると考えることができ
（118）
よう。
　さらに、オーリウの議論では、一般意思の形成への参加者が選挙人団と
議会だけではなく、その他の統治機関や世論にまで拡大されている。しか
も、オーリウは違憲審査制の導入を「成文憲法の存在の必然的な帰結」と
するのであるから、裁判所もこの一般意思形成に参加することになろう。
　このように見てくると、本稿で扱った論者たちが一般意思をどう考えて
いたのかは次のように要約できる。
　i一般意思は、国民意思と無関係に代表者によって表明される意思であ
　　る。
で、どちらか一方の意、思が一般意思となるわけではないと考えられている（この点
については、前掲注（35）参照）。ただ、このような「機関理論」からの説明と、
法理論上は一般意思を表明するのは代表者だけであり、選挙人団は事実上代表者を
コントロールしているにすぎないという「半代表制」の説明とは、ずれがあるよう
に思われる。純粋な法学的理論であるはずの「機関理論」からは、「半代表制」に
おいても「純粋代表制」と同様に議会のみが一般意思を表明する機関であり、議会
と選挙人団とを「複合機関」とする説明は、むしろバルテルミニデュエズのような
「半直接制」の説明とした方が理に適っている。
（118）デュギやオーリウが明確に論じているわけではないが、彼らの意図に則して解
釈すれば、「相互浸透」や「均衡」には、被代表者の意思が代表者の意思に反映さ
れるということだけでなく、代表者の意思が被代表者の意思に働きかけ、世論形成
の重要な要因となることも含まれるであろう。「相互浸透」や「均衡」は、代表者
　と被代表者との一方向的な関係でなく、双方向的な関係＝相互作用からしか生まれ
てこないからである。
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　ii一般意思は、国民意思の反映にすぎない。
　iii一般意思は、代表者意思と被代表者意思の相互浸透過程、統治者の意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（119〉　　思と被治者の意思の均衡過程から生まれる。
　ところで、これまで言及しないでおいたことがある。それは、国民意思
あるいは民意についてである。これまでは国民意思・民意が存在すること
を当然の前提として論じていたが、国民意思の存在をどう考えるかは実は
難しい問題である。利害対立の存在する社会で統一的な意思を想定するの
は不可能であるから、単にフィクションとして国民意思の存在を想定する
ことも考えられるが、他方で、この社会における多様な意思の分布がその
まま国民意思であると考えることもできる。後者の場合には、確かに国民
意思は多様な意思の分布として実在するはずであるが、それが現実にどの
ようなものであるかは、世論調査や選挙などを通じて推測するしかない。
世論調査や選挙制度の在り方によって、国民意思の現われ方が変化するこ
とも考え合わせると、国民意思それ自体は認識できないのであり、「プラ
トンの洞窟の比喩」のように、ただ洞窟の壁に映し出された影からその存
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（120）在を推測するしかないようなものなのである。従って、代表制の問題を考
える上で国民意思を想定する場合にも、それがフィクションないしはそれ
（119）　こうした議論は、一般意思の形成主体に着目したものであり、内容については
別に論じる必要がある。さしあたり次の点だけ指摘しておきたい。ルソーの場合に
は、一般意思はすべての人から発せられ、すべての人に適用されるというく起源と
対象の一般性＞を持ち、「公共の利益」の実現を目指すという目的を持っている
　（」．J．Rousseau，Du　Contrat　social，の．魏．，pp。193－195．）。オーリウの場合には、
一般意思は全員一致の意思であり、多数決によって表明されるようなものではな
い。そのため、一般意思は通常は「黙示的承認」という消極的な形でしか現れない
　ものと把握されている（M．Hauriou，加so％∂6鵤初6だ刀碑o％召laの．6π．，pp．28et
119．）。カレ・ド・マルベールの場合には、第三共和制期においては、議会の制定
する法律が一般意、思、なのであり、その内容は問題とされないとする（R．Carr6de
Malberg，加lo4吻名6ss加4召如∂olonだg動吻1己oゆ．o鉱．，pp．24－26．）。
（120）「プラトンの洞窟の比喩」を用いて一般意思を説明しているのはオーリウであ
　る（M．Hauriou，加so卿6矧初彪％盈o照16，0ρ．o菰，p．118．）。但し、彼の一般意思
は全員一致の意，思であるから、本稿は彼とは異なる意味でこの比喩を用いている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12Dと類似のものでしかないことを自覚していなければならないだろう。
（2）「代表民主制」論の構築可能性
　①　いくつかの「代表民主制」論
　以上のような議論の整理を参考としながら、第三共和制期における「代
表民主制」論の構築可能性につき考察していきたい。
　エスマンの「古典的代表制」と「半代表制」の対立図式は、シエースと
ルソーの代表制と民主制の対立図式に対応していることは既に指摘した。
エスマンは、「古典的代表制」に命令的委任、比例代表制、レフェランド
ムのような「半代表制」的要素を導入することは、「古典的代表制」の均
衡を破壊することになると考え、その導入には否定的な態度をとってい
る。エスマンによるなら、自由主義と親和的な「古典的代表制」に民主主
義的原理に基礎を置く「半代表制」の要素を調和させようとすること自
体、無謀な試みなのである。たとえ、彼の「半代表制」論の中に代表制と
民主制を調和させようとする試みを読み取ることができるとしても、彼の
真意は「半代表制」的現象から「古典的代表制」を如何に守るかというこ
とにあったのであるから、エスマンの真意を汲むなら、彼の議論の中に本
稿で目指すような代表制と民主制を調和させる「代表民主制」論の構築可
　　　　　　　　　　（122）能性を見ることはできない。
（121）国民意思の想定自体「建前」であることについては、樋口陽一「『半代表』の
概念をめぐる覚え書き」『近代憲法原理の展開1』（東京大学出版会，1976年）所収
61頁参照。
（122）従って本稿の問題関心からは、これ以上エスマンについて見る必要はないので
あるが、後述するようにエスマンの国家や国民の観念のカレ・ド・マルベールの国
民主権論への影響を説く見解も存在するので、ここで彼の国家論の基本的な概要の
み示しておく。
　エスマンは国家と主権について、次のような説明をしている。「国家（Etat）
は、国民（nation）の法的人格化」であり、「公的権威の主体であり担い手（sup－
port）」である。「法的に国民を構成するもの、それはこの人間社会において個人の
意思に優越する権威の存在である」。この権威は、主権と呼ばれている。「公法の基
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　カレ・ド・マルベールにおいては、〈代表制一民主制＞の対立図式は、
《法的国家論一法実証主義一国民主権論一代表制》と《社会契約論一自然
法思想一人民主権論一民主制》という二つの国家理論の理念型の対立図式
の中に組み入れられている。この図式によるなら、代表制と民主制の対立
は、この二つの国家理論の対立を意味する。代表制の事実上の変容を問題
とする「半代表制」論は、これら二つの国家理論から距離をとり、形式的
には前者の国家理論と結びつく賦実質的には後者の国家理論と結びつい
　（123）
ている。「半代表制」論は、法的には議員と選挙民の意思の拘束関係を認
めずに従来の代表制の枠組みを維持するものの、事実上は両者の意思の合
致を要請し、民意による議会コントロールを肯定するというアンビヴァレ
ントな性格を有する。それゆえ、「半代表制」論の中に代表制と民主制と
を架橋する「代表民主制」論の成立可能性を見ることができるだろう。
　カレ・ド・マルベールも指摘するように、このような代表制の変容を生
じさせたのは、選挙の事実上の影響力とその機能変化であると言ってい
い。そして、この選挙の影響力を著しく増大させたのが普通選挙の確立で
礎それ自体は、それが主権に対して、主権を任意の時に行使する人の外部及び上部
に、国民全体を人格化する理念的かつ永続的な主体または保持者（titulaire）を与
えるということにある。この精神的人格、これが国家である」。「主権の主体及び保
持者である国家は、精神的人格、法的擬制にすぎないので、主権は、国家の名にお
いて、国家のために意思し行動する一人または複数の自然人により、行使されなけ
ればならない。主権が、この永続的かつ擬制的なその保持者の他に、現実的で行動
的な別の保持者を持つことは自然であり、必要である」。必然的に、この別の保持
者に、この主権の自由な行使が与えられ、この者が憲法上、主権者と呼ばれる
（A．Esmein，El伽6％お464名o髭ooηsあ渉漉o撒61か朋g嬬α60窺ρα鷹oゆ．o露．，pp，1
－4）。
　この主権者が、主権を直接的に行使するか間接的に行使するかという問題が、
「直接制」と「代表制」のいずれを選択するかという問題となるが、エスマンの主
権論からは、カレ・ド・マルベールのように論理必然的にこの答えは導かれない。
（123）カレ・ド・マルベールの「半代表制」が国民主権と人民主権のどちらと結びつ
　くのかという問題が問われることがあるが、こうした問題は、「半代表制」の形式
的側面を重視するのか、実質的側面を重視するのかによって自ずから答えが変わっ
てくる。
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あることに鑑みれば、普通選挙の確立こそが代表制変容の前提条件をなし
　　　　　　　　　　　（124）ていると考えることができる。
　このように考えれば、カレ・ド・マルベールのような議論の立て方から
「代表民主制」論を構築しようとする場合、その構築可能性は、普通選挙
の確立を大前提とする選挙の事実上の影響力とその機能にかかっていると
言える。選挙の事実上の影響力に期待せざるをえないのは、彼の二つの国
家理論の理念型が、代表制の理念とその運用実態との乖離の上に成立して
いる「半代表制」を適切に位置づけることができないからである。この点
は確かに「半代表制」論の理論的弱点ではあるが、他方で普通選挙の確立
や選挙の機能変化が不可逆的な事実であることを考えると、「半代表制」
はその理論上の不安定さとは裏腹に、事実という非常に安定した基礎の上
で機能している制度であることに留意する必要があろう。
　バルテルミニデュエズは、カレ・ド・マルベールのような二つの国家理
論の理念型から離れて議論を展開する。彼らのプラグマティックな主権論
は、国民主権を民主的原理一般の問題に還元し、これと調和するような主
権行使形態を考察する。彼らのように主権論を考えると、主権論からは論
理必然的に主権の行使形態は導出されないことになる。
（124）　この点は、次のように敷術できるであろう。制限選挙のもとでは、代表者と被
代表者の間には「経済的社会的同質性」が存在していたので、少数の同質者間に特
有の信頼関係が容易に成立することになる。従って、代表者の被代表者に対する独
立を認めても深刻な問題は生じなかった。制限選挙は「純粋代表制」が機能するた
めの前提をなしていたのである。しかし、普通選挙の確立により選挙人の範囲が拡
大すると、選挙人団内部に利害対立が生じ、これが議会内部にも持ち込まれる。こ
こでは、もはや代表者と被代表者との同質性は存在しなくなる。さらに、代表者も
再選の必要1生から、選挙人の意向を無視しえなくなり、選挙人の方も選挙の事実上
の影響力を通じて、代表者にコントロールを及ぼすようになる。こうした状況が、
これまでの代表者と被代表者の関係を根本から変化させ、もはや「純粋代表制」を
維持することは不可能となった。従って、普通選挙の確立こそ、代表制の変容をも
たらす本質的契機であったと考えなければならないのである。以上のような普通選
挙の確立に伴う代表制の変容については、杉原・前掲注（114）151頁、高橋・前掲
注（10）302頁、只野・前掲注（10）23頁、和田・前掲注（10）111－115頁参照。
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　彼らの主権行使形態に関する議論の中でも注目されるのは、「半直接制」
に関する議論である。この「半直接制」は、代表者と人民のそれぞれに対
して、一般意思の表明への参加可能性を認めている。〈代表制一民主制〉
の基本図式では、代表制では代表者が、民主制では人民が、一般意思の表
明権を独占しており、両者が同時に一般意思の表明に参加することは認め
られていないことを考えると、代表者と人民の双方に一般意思の表明への
参加可能性を認める「半直接制」も代表制と民主制とを架橋する試みであ
ると捉えることができる。カレ・ド・マルベール的な「半代表制」と「半
直接制」との違いは、前者においては国民が選挙を通じて間接的にしか意
思表示できないのに対して、後者においては代表者と人民の双方に直接的
な意思表示可能性が認められている点である。カレ・ド・マルベールの
「半代表制」は、事実の上に成立している「代表民主制」を提示したもの
と考えることができるのに対して、バルテルミニデュエズの「半直接制」
は、レフェランドムという手段を通じて制度化された「代表民主制」と捉
えることができる。また、彼らの「半直接制」は、ルソーの代表制とも異
なっている。彼らの「半直接制」論においては、命令的委任が否定されて
おり、代表者と被代表者の法的関係の問題と両者の立法権限の配分の問題
が切り離されて論じられているのである。
　デュギの場合には、代表制と民主制の対立という発想は初めからない。
彼は、代表者が国民から独立して自由に意思決定を行うということを代表
制の前提とせずに、初めから代表制の本質を代表者と被代表者の連帯に見
るからである。ここに代表制観の転換が存在している。
　この連帯を代表制の基礎におくデュギにとっては、代表者と被代表者の
意思をどのようにして一致させるかが重要な問題となる。この問題は、主
権論から代表制や選挙制度の在り方を演繹できるような論理的な問題では
なく、代表者と被代表者の意思の合致を保障するためにはどのような制度
を構想するのが最善かという実践的な「政治的技術」の間題として捉えら
れている。このような制度としてデュギが想定するのは、比例代表制と職
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能代表制により選ばれる二院制議会、頻繁に行われる選挙、レフェランド
ム、解散などである。従って、デュギの「代表民主制」がうまく機能する
かどうかは、代表者と被代表者の意思の一致を保障するための制度をどう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（125）構想し、それが実際にどう働くかにかかっている。
　オーリウは、国民意思形成過程としての「国民主権」論の中で「自律的
代表制」論を展開する。この代表制論では、代表者が自律的に行動するこ
とが前提とされているが、他方で他の統治権力や被治者の意思を無視する
ことはできないために、代表者は事実上コントロールされ、統治者の意思
と被治者の意思が均衡状態に近づいていくという把握がなされる。この点
が彼の代表制論の特徴である。代表者の意思は、権力分立が想定されてい
ることなどにより、他の統治権力の意思と均衡を取らざるをえず、さらに
被治者の同調も必要とされることから、自己制限を行わざるをえなくな
る。すなわち、代表者の「客観的自己制限」の過程から代表者の意思と国
民の意思との一致が導かれることになるのである。
　後期のオーリウは、主権構想を変化させ、法律の違憲審査制の導入によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（126）って「政治的主権」に対する「法的主権」の優位の確保を主張している。
オーリウは、統治者の意思が、事実レベルでの被治者の反発と規範レベル
での裁判官による法律の違憲審査の実施などにより、被治者の意思に自動
的に近づいていくと考えている。この過程は、本稿でいう「代表民主制」
の過程と考えることができるだろう。
（125）バルテルミニデュエズも、代表者と被代表者の意思の一致を保障するために代
表制をどう組織するのかという問題を重視し、これを「政治的技術」の問題として
捉えているので、基本的にはデュギの立場と同じである。彼らの議論の中で「半直
接制」に関する議論を中心に扱ったのは、それが他の論者と比べて際立っていたか
らにすぎない。
（126）違憲立法審査制の導入が一般意思の形成に影響を与えるというオーリウの問題
意識は、現在の第五共和制の下での民主制と違憲審査制との関係をめぐる問題とリ
ンタしてくる。この点に関するドミニク・ルソーやミシェル・トロペールの議論に
関しては、拙稿「フランスの憲法院と違憲審査を行う裁判官の正当性」早稲田法学
会誌49巻（1999年）参照。
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　②　「代表民主制」論の構築の仕方
　ここで、これまでの各論者の議論を要約しておこう。エスマンは、代表
制と民主制を調和させるような議論に否定的であったが、その他の論者は
次のような代表制と民主制の調和を目指す「代表民主制」論を展開してい
たと考えられる。
iカレ・ド・マルベールは、選挙の影響力という事実の中に「代表民主
　制」（＝「半代表制」）の成立可能性を見る。ここでは、代表者は「純粋
代表制」と同様に法的な決定の自律性は保障されているが、事実上は選
挙人団の意思を無視することはできない。国民は選挙を通じて間接的に
　意思表示することが認められている。
iiバルテルミ＝デュエズは、レフェランドムという手段によって代表者と
　人民の双方が一般意思の形成に参加しうる「代表民主制」（＝r半直接
制」）を考えている。但しこの制度では、ルソーの代表制論とは異なり、
　命令的委任は否定されている。
iiiデュギは、代表制概念を転換させ、代表者と被代表者の意思の合致の確
　保という実践的観点を重視する「代表民主制」論を提示している。ここ
　でも命令的委任は否定されている。
ivオーリウは、代表者の決定の自律性を前提とするが、「客観的自己制限」
　過程から統治者の意思と被治者の意思が均衡を取り合い、一致するよう
　になる「代表民主制」論を構想している。後期のオーリウでは、この均
　衡に法律の違憲審査制が関わってくる点が特徴的である。
　このように見てくると、本稿で取り上げた代表制と民主制を調和させよ
うとする「代表民主制」論の構築可能性は、α代表制と民主制の対立図
式をそのまま維持し、規範と事実を峻別した上で事実の中に「代表民主
制」論の成立可能性を見る（カレ・ド・マルベールの場合）、β代表制と民
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主制の対立図式を放棄し、初めから代表制と民主制の調和するような議論
を実践的観点を重視しつつ、事実を出発点として作る（デュギ、バルテル
ミ＝デュエズの場合）、γ規範と事実とを峻別しない方法論に依拠して、代
表者と国民の意思の均衡過程を論じる（オーリウの場合）という三っの仕
方で探られていたのであり、それぞれの場合に各論者の方法論が大きな影
響を及ぼしていたと言えよう。
　これらの議論から次のように整理しておきたい。本稿では、代表者意思
と被代表者意思の「相互浸透」「均衡」を前提とした上で、i代表者の法
的な意味での決定の自律性とii人民の間接的または直接的意思表示可能性
が認められている制度を「代表民主制」と考えておく。こうした定義に
は、カレ・ド・マルベールの「半代表制」とバルテルミ＝デュエズの「半
直接制」も該当する。その他に、レフェランドムが採用されている場合
で、一般意思の最終決定権がレフェランドムが実施された場合には人民
に、実施されない場合には議会に認められている制度もこの「代表民主
　　　　　（1習）制」に含まれる。このような代表制と民主制のそれぞれの要素を併せ持つ
「代表民主制」が、第三共和制期には模索されていたのである。
③　「代表民主制」論とカレ・ド・マルベールの主権論
　本稿のように、代表者の意思と被代表者の意思の「相互浸透」を前提と
した上で、一方で議会の決定の法的な自律性を保障し、他方で人民の間接
的または直接的意思表示可能性を認める制度を「代表民主制」と捉えるな
らば、この制度と主権論との関係はどうなるのであろうか。
　デュギやバルテルミ；デュエズの場合には、主権を否定するか民主主義
一般に解消するので、このような「代表民主制」の存在を認めても原理的
（127）　この一般思想の最終決定権が議会または人民にある制度を整理の都合上、狭義
の代表民主制と呼ぶことにすれば代表制と民主制の図式は、これまでの議論から次
のようになる。①純粋代表制一②半代表制一③狭義の代表民主制一④半直接制（i
バルテルミ＝デュエズ型　iiルソー型）一⑤直接制。
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な問題は生じない。彼らにとっては、主権論と主権の行使形態の問題は必
然的に結びつかないからである。オーリウの場合には、国民意思形成過程
として主権論が展開され、それとセットで代表制論が展開されていたの
で、然したる問題は生じない。問題となるのは、二つの主権論を区別し、
主権論と代表制論とを必然的に結合させていたカレ・ド・マルベールの場
合である。
　彼の図式では、本稿のような「代表民主制」は適切な位置を持ちえな
い。彼の「半代表制」に関しては、法形式的には国民主権論の枠内にある
ものと考えることができるが、バルテルミ＝デュエズの「半直接制」につ
いては、議会と人民の双方に意思表示可能性を認めているのであるから、
彼の二つの主権論からは適切に位置づけることは不可能である。
　カレ・ド・マルベールの二つの国家理論の理念型は、代表制と民主制と
を対立的に捉える図式になっているのであるから、両者を調和させようと
する「代表民主制」論がこの図式で適切に位置づけられないのは当然であ
る。しかしながら、この図式自体の妥当性を疑ってみる必要はないのであ
ろうか。図式そのものが間違っているから「代表民主制」論の正当な位置
づけができないという可能性もあるからである。例えば、彼の二っの主権
論の対抗図式には次のような問題点が指摘されている。第一に、彼のルソ
ーの人民主権論の解釈についてである。カレ・ド・マルベールは、ルソー
の人民主権論を専ら各市民に主権が分有されているとする「分有主権」論
と考えている。ところが、ルソーの議論は〈社会契約によって成立する団
体＝国家＞とく市民の総体＞とを区別していなかったため、主権について
は不可分性を原則としながらも、主権主体の構成要素の面からはその分有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（128）を肯定せざるをえないという矛盾を孕むものであった。従って、ルソーの
議論では、主権と主権主体たる人民の双方ともに可分性と不可分性という
（128）杉原泰雄『国民主権の研究』（岩波書店，1971年）159頁参照。杉原と同様に、
ルソーの主権とその主体たる人民について、その可分性と不可分性という二つの性
格の並存に注意を促す見解としては、渡辺・前掲注（23）39－44頁参照。
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二つの性格を有するものであったと考える方が、ルソーの理論の解釈とし
ては正確であろう。カレ・ド・マルベールは、主権の可分性という一面の
みを重視しすぎている。
　第二に、彼の国民主権論についてである。これに関しては、ギヨーム・
バコが、カレ・ド・マルベールの二っの主権論の区別の起源を論じる際に
示した議論が参考になる。バコは次のような議論を展開する。革命期の主
権論は、国民主権と人民主権という二つの主権論の対立によって刻印され
ているどころか、ただ一つの主権論、すなわち公務に参加しうる「現在の
市民の不可分の総体」に主権が帰属するという主権論である。，この「集合
的かつ具体的な主権」は、カレ・ド・マルベールの『国家の一般理論』に
記述されているような「集合的かつ抽象的な国民主権」とも「個別的かつ
具体的な人民主権」とも区別される。国民主権と人民主権という二つの主
権理論の区別は、七月王制期に誕生し、エスマンのような第三共和制の公
法学者によって展開され、カレ・ド・マルベールによって体系化されたも
のであり、革命当初から存在していたわけではない。抽象的観念的国民を
主体とする国民主権は、むしろこの革命期の主権概念に対する反動として
現れたものである。また革命期の主権概念は、代表制や命令的委任に関し
て不可避的で一義的な帰結を含むものではなく、主権者の構成員すべてを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（129）主権行使に参加させる必要性を含んでいるだけである。
　このようなバコの見解によるなら、革命期にはカレ・ド・マルベールが
考えたような国民主権は存在せず、「現在の市民の不可分の総体」に主権
があるというただ一つの主権論しか存在しなかったのであり、この主権概
念は代表制や命令的委任に関して一義的な帰結を含まないということにな
る。本稿では学説の理論的側面だけを見てきたので、その理論が歴史的素
（129）　Guillaume　Bacot，Gα7形46ルZα166鷺6！1ンoz慰劾ε46佐4ゑs枷漉oη6銘！％
soz6∂6πz♂％6彪4z6汐6z4）16αsoz6∂6耀勿z（3だ％召オづo多z‘zJ（9，6dition（1u　CNRS，1985，PP．15
－18et176．バコのこの著作については、光信一宏「フランスにおける最近の主権論
一G・バコ教授の所説について」法律時報60巻9号（1988年）参照。
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材をどのように加工し、どのような価値的負荷を受けて構成されているの
かという問題の検討は行わない。ここでは、こうした疑問が複数の論者か
らカレ・ド・マルベールの議論に対して投げかけられていることだけを指
　　　（130）
摘しておく。仮にバコの見解が正しいとすれば、カレ・ド・マルベールの
議論だけではなく、本稿の設定してきた代表制と民主制の対立という図式
自体も修正しなければならなくなるだろう。この間題の詳細な検討は、別
の機会に譲ることにしておきたい。
4　おわりに
　一般的には、国民が権力行使を直接的に行うかそれとも代表者を通じて
間接的に行うかによって、直接民主制と代表民主制とに分類され、それぞ
れが民主制の一形態と考えられている。本稿では、シエースとルソーの議
論から引き出される代表制と民主制との対立にこだわることから議論をは
じめ、代表制と民主制との緊張関係を問題とし、「代表民主制」論が第三
共和制期にどのように構想されたのかを探ってみた。
　本稿で考察対象としたのは、第三共和制期に活躍した憲法学者たちの学
説である。そのため、代表制や民主制の具体的な歴史的展開過程、さらに
これらと密接に関連する主権論の歴史的展開過程にはほとんど触れられな
かった。本稿のような学説史の理論的な側面のみを検討する議論からは、
例えば、主権論においてどのような担い手がどのような主権原理を主張
（130）　こうしたバコの見解に肯定的な態度を示すものとしては、V．Marie－Jo611e
Redor，Z）61E如！1麺召1δlE忽48‘かo魔五E∂ol厩歪o％4εs　Coηo砂ガo？zs　40　危
Do6オ吻6P励1彦o乞s陀F窺％画s6ヱ879－1914，Economica，1992，p．37et　suiv．1
01ivier　Beaud，La　souverainet6dans　la《Contribution　a　la　th60rie　g6n6rale　de
1’Etat》de　Carr6de　Malberg，in　RP．P，1994，p．1271et　suiv．；Jean－Marc
F6vrier，R6flexions　sur　les　fonctions（ie　la　souverainet6nationale　dans　l’histoire
constitutionnelle　frangaise，in1～6z7z昭46ム‘z形oh6名oh6ブz6万♂勿z6a五）zo露力名o砂60オヴ，
2000－1，p．167．
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し、それをどのように統治機構内部に制度化しようとしたのかという問題
を検討する作業やこうした問題を政治的・経済的・社会的諸条件の中で検
討するという作業が抜け落ちてしまっている。
　確かにこうした検討作業が不可欠であるのは言うまでもないが、その一
方で主権論や代表制論の歴史的な展開を探っていく場合にも、理論的な認
識枠組みが必要であり、この枠組みがなければ、事の本質はほとんど把握
不可能となるであろう。他方、この理論的枠組みを作るためには歴史的素
材を用いる必要があるのだから、結局は絶えず歴史的素材と仮設的な認識
枠組みとの間で視線を往復させながら、先ほどのような問題の検討作業を
進めていかなければならない。このことを自覚している限り、本稿のよう
な理論的枠組みを作るための前提作業にも意味があるだろうと思われる。
　最後に、当時の憲法学説の状況について言及することで結びとしたい。
憲法学説は、「議会中心主義」に反対する共同戦線を形成していたと言え
るであろう。これは、エスマンの「半代表制」論の分析のところで論点だ
け示しておいた「議会の地位」に関わっている。当時の議会は、後期のカ
レ・ド・マルベールによれば、「議会主権」「絶対的議会制」とも呼べるよ
うな状況にあった。そこでは解散権力櫃習的に行使されないフランス型の
議会政、形式的法律概念、違憲立法審査制の不存在など、議会の優位が
様々な点から保障されていたのである。こうした議会の全能に対する打開
策としては、次のようなことが考えられるだろう。
　i人民が一般意思の表明に直接参加し、議会の一般意思表明の独占状態
　　を打破する。そのためにレフェランドムの導入を主張する。
　ii裁判所に違憲立法審査権を認める。
　iii行政権を強化する。
　これらに関して、本稿で扱った論者について言及すれば、iは後期のカ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（131）レ・ド・マルベールの立場であり、iiはオーリウの立場である。iiiについ
ては、デュギの議論が間接的に正当化する可能性がある。というのは、彼
の議論では、「公役務」を創設・組織し、「社会連帯」を発展させるのが国
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家の役割であり義務であるとされることにより、「行政国家現象」を正当
　　　　　　　　　　　　　（132）化することが可能となるからである。但し、この議論は同時に立法活動の
増大をも正当化し、「議会中心主義」を助長してしまう恐れがあることを
考えれば、むしろデュギの場合には権力の協働を説く彼の権力分立論に
「議会中心主義」を相対化する意図を読み取った方がよさそうである。
　当時の議会制の現実をカレ・ド・マルベールのように「議会主権」とい
う状況で捉えるのなら、かつての代表制原理は維持されたままであり、代
表制と民主制の対立図式は事実上残存しているということになる。他方、
こうした「議会主権」は憲法学者の「ディスクール」にすぎず、現実には
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（133）議会は「全能」であるどころか「無能」であるという捉え方をするなら、
現実の議会制は代表制と民主制からデメリットだけを受け取り、機能不全
に陥っているという判断になる。確かなことは、議会制の現実がどうあ
れ、第三共和制期の学説においては代表制と民主制との距離が埋められ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（134）両者の対立的把握が次第になされなくなっていったということである。
［付記］本稿は2000年度及び2001年度の早稲田大学特定課題研究助成費に
よる研究成果の一部である。
（131）違憲審査制の導入については、デュギも肯定している。デュギとオーリウの違
憲審査制論の違いについては、山元・前掲注（56）107巻3・4号168－188頁参照。
（132）M．一J．Redor，砂．6π．，p．76．
（133）　　1δづ4．，pp．90－92。
（134）　この最後の言葉は、用語は違うけれども既に樋口陽一が「『半代表』の観念の
　もとではじめて、少なくとも建前上、『議会制』と『民主主義』という二っのター
ムが相互排斥的でなく相互結合的なものとなり、まさしく『議会制民主主義』の観
念が成立した」と述べていることを繰り返しているにすぎない。樋口・前掲注
（121）60頁参照。
